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ISO/TS 16949などで先行導入されていた
考え方や要求事項が含まれている。ISO 
9001の改定に伴って、将来的には各セク

セクター規格への影響

　今回の改定には、セクター規格である

ター規格も改定が行われることになるものと
思われるが、その検討はまだ開始されておら
ず、不明である。

改定作業のスケジュール

　改定作業の中で、ISO 14001は2013年
3月にCDが発行された。その後、検討事項
が多いため2013年10月にCD2が発行され
た。今後のスケジュールは、DIS発行が
2014年7月、FDIS発行が2015年3～4月、
IS発行が2015年5～6月となる見込みで 
ある。
　次期ISO 14001への検討はこれから本
格化するため、ここではISOマネジメントシス
テム規格の共通要素採用による影響を中
心に、今後想定されることや見込まれること
について考察する。

改定のポイントと審査の変更点

次期ISO 14001改定案（CD2）の要求事
項は、共通要素に従って後述の表3のよう
な章立てになっている。この流れの中で、現
在明らかになっている改定ポイントや審査
の変更点を見ていく。

1.�ISO�14001を事業戦略に活用
　この改定の意図は、ISO 14001をより事
業戦略に即したものとして活用できるように
することである。組織と事業、社会の将来像
を描きながら、先を見通した戦略的なビジネ
ス展開を行うために役立つ規格へと向かっ
ている。

2.�適用範囲の決定をどう考えるか
　4章「組織の状況」では、組織がISO 
14001の適用範囲を決める際に、その根拠
を明らかにすることが要求事項に盛り込まれ
た。これは組織にとってより幅広い可能性を
もたらす。社会も組織も大きく変化する時代
にあって、マネジメントシステムの適用範囲

も必要に応じて変わっていくべきだろう。
　8章「運用」では、バリューチェーンの管理
が明確な要求事項として入ってきた。適用
範囲の境界を広げることで、バリューチェー
ンやサプライチェーンまで含むまとまった組
織体で環境マネジメントシステムを構築す
れば、大幅な効率化を図ることができる可
能性も広がる。
　一方で、個別の組織でうまくマネジメント
システムを使い分けたいという局面では、適
用範囲を絞り込んで柔軟な活用を図ること
も可能である。
　いずれにしても、組織の立ち位置が明確
になるので、目的意識を明確に持ってISO 
14001に取り組むことができる。

3.�トップダウンでの意思決定が重要
　今回の改定では、トップダウンでの意思
決定が強く求められ、より組織が携わる本来
のビジネスに沿うISO 14001が求められる
ようになった。5章「リーダーシップ」として新

規格改定情報 ： ISO 14001
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たに加えられている（図1）。
　トップダウンで事業への環境マネジメント
システムの活用に取り組むことにより、戦略
的なビジネス展開が促進される。
　事務局への影響としては、マネジメントシ
ステムの事業戦略的な運用を実現していく
ために、例えば経営企画のような機能を担
う必要が生まれるだろう。

4.�リスク分析を計画立案に生かす
　6章「計画」では、組織がISO 14001を事
業に展開する上で、リスク分析（リスクと機
会の取組み）を行って計画の立案につなげ
ることを要求している。
　リスクにはマイナスのリスクイメージだけ
ではなく、チャンスの意味もある。そのため、
組織のビジネスモデルを考えて環境に関わ
るインフラを整備するといった活動や、環境
ビジネスの拡大への道を広げる方向性が出
てくる。
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次期ISO 9001が組織に与える影響は？
　まず、今回のISO 9001の改定作業が提案されたときの注目
すべき設計仕様を確認しておきましょう。「適合製品の供給能
力に関する信頼の向上」が改定の目的で、原則的に規格の目
的、タイトル、スコープなどは現行のISO 9001:2008から変更し
ないとされています。
　今回の委員会原案を見ると、すべてのISOマネジメントシステ
ム規格に適用される共通要素の採用を除き、2008年版の目的、
タイトル、スコープなどを変更しないという割には、かなり多くの
変更点があるように見えます。しかしそれらの変更点の大部分
は、いままで第三者からよく見えなかったブラックボックスの部分
を見えるように求めているだけです。ですから現在ISO 9001を
運用している組織にとって、まったく新たなアクションはほとんど
要求されていないように思います。
　委員会原案の特徴のひとつは、「製品」（*3）「設計」（*4）など
の用語を中心に見直しが進み、サービス業やソフトウェア産業
など多数の業種の組織が利用しやすいように配慮されている
ことです（*5）。しかし、このようにサービス業などへの配慮がなさ
れている反面、例えば、委員会原案で「設計・開発」「レビュー」

「検証」「妥当性確認」ということばがなくなった（*6）ことは、製
造業においては要求事項が曖昧になっているようにも思えま
す。この点はこれからまだ議論があるのではないかと思ってい
ます。また、現在ISO 9001を使っている製造業の組織では、規
格改定後も従来の考え方で業務を続けていただく必要がある
のではないかと思います。

組織が次期ISO 9001に移行するために必要なことは？
　JQAで認証を取っている組織は、次期ISO 9001への移行に
ついて、それほど特別な準備は必要ないでしょう。審査では、従
来よりも明確に示していただくことが必要になる部分があります
が、ほとんどは組織が現在も行っていることですのであまり心配
していません。例えばISO 9001ではマネジメントシステムの共
通要素に加えて品質マネジメントシステムにプロセスアプローチ
の適用を要求（4.4.2）しています。これは、従来の推奨事項から
要求事項に「格上げ」されました。JQAは2000年の規格改定
以降、規格の条項ではなく組織の事業プロセスに沿った審査
を実施してきましたので、プロセスアプローチの考えを取り込ん
でいる組織は特に新たな準備は必要ないと思います。また、トッ
プマネジメントが「組織の事業プロセスへの品質マネジメントシ

ステム要求事項を統合することを確実にする」（5.1.1 c）という
要求事項についても、移行審査のためには、品質マネジメント
システムを適用する計画段階で各要求事項がどの事業プロセ
ス・部署で行われているかを明確にし、要求事項と組織の事業
プロセス・部署との関係がわかるものを準備いただくくらい
です。
　一方「リスク及び機会への取組み」（6.1）については、ISO 
9001の場合は文書化の要求はありませんので、システムの構
築・計画段階でリスクと機会をどのように考慮されたかを確認
させていただこうと思います。

JQAの対応は？
　現在次期ISO 9001は委員会原案段階ですので、JQAは
引き続き情報収集に注力しながら、規格の目的や意図に沿っ
た審査技術を開発していきます。例えば、今回の委員会原案
には、「変更管理」「緊急時対応」「外部供給者のパフォーマ
ンスの監視」など自動車産業のセクター規格であるISO/TS 
16949にも見られる考え方が取り込まれていることにも注目して
います。
　また、すでにお問合せをいただいていますが、お客さまへ
は移行の準備のお役に立つ情報をJQA Webサイト、ISO 
NETWORK、説明会などを通じてご
提供していきます。
　なお、2013年11月に国際認定機関
フォーラム（IAF）から、次期規格への
移行期間は国際規格（IS）発行から3
年間と正式発表がありました。

JQA品質審査部長　佐々木等

（*3）
委員会原案では「商品・サービス (goods and services)」

（*4）
委員会原案では「開発 (development)」

（*5）
ISO マネジメントシステムのユーザーが製造業中心から、形のないサービスなど
を扱う業種に広がったことで、要求事項の表現を多くの業種・業態に見合うこ
とばに改定された。

（*6） 
2008 年版「設計・開発」(7.3) の「設計・開発の計画」(7.3.1)「設計・
開発へのインプット」(7.3.2) から「設計・開発の変更管理」(7.3.7)までは、
ISO/CD 9001:2013 では表現を変えて「商品・サービスの開発」(8.5)「開
発管理」(8.5.2) の a）b) c) d) e) f) に箇条書きされた部分などに受け継がれ
ている。

JQAは、次期ISO�9001改定案（CD）をこうみている
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■ 図1： 環境マネジメントシステムモデル

ISO/CD2 14001 序文を参考に作成



■ 表3：  ISO/CD 14001:2013の構成（赤字は固有要求事項）

0 序文
1 適用範囲
2 引用規格
3 用語及び定義
４ 組織の状況
　4.1 組織及びその状況の理解
　4.2 利害関係者のニーズ及び期待の理解
　4.3 環境マネジメントシステムの適用範囲の決定
　4.4 環境マネジメントシステム
５ リーダーシップ
　5.1 リーダーシップ及びコミットメント
　5.2 環境方針
　5.3 組織の役割、責任及び権限
６ 計画
　6.1 リスク及び機会への取組み
　　6.1.1 一般

　　6.1.2 環境側面の特定
　　6.1.3 順守義務の決定
　　6.1.4 著しい環境側面と組織リスク及び機会の決定
　　6.1.5 行動のための計画
　6.2 環境目的及びそれを達成するための計画策定
　　6.2.1 環境目的
　　6.2.2 目的達成のための計画
７ 支援
　7.1 資源
　7.2 力量
　7.3 認識
　7.4 コミュニケーション
　　7.4.1 一般
　　7.4.2 内部コミュニケーション
　　7.4.3 外部コミュニケーション及び報告
　7.5 文書化した情報
　　7.5.1 一般
　　7.5.2 作成及び更新
　　7.5.3 文書化した情報の管理

８ 運用
　8.1 運用の計画及び管理
　8.2 バリューチェーンの管理
　8.3 緊急事態への準備及び対応
９ パフォーマンス評価
　 9.1 監視、測定、分析及び評価
　　9.1.1 一般
　　9.1.2 遵守評価
　9.2 内部監査
　9.3 マネジメントレビュー
10 改善
　10.1 不適合及び是正処置
　10.2 継続的改善
附属書（A、B、C）
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自主的なイニシアチブを通じた環境遂行能力のさらなる向
上を目指す
　2013年４月に公表された「環境にやさしい企業行動調査(環
境省)」によれば、環境課題に対応する上で重視する事項の上
位に、経営活動と環境配慮行動を統合した戦略的な対応、ス
テークホルダーへの対応、経営責任者のリーダーシップ、組織
体制とガバナンスの強化、バリューチェーンにおける環境負荷
低減があげられています。次期ISO 14001は、わが国で環境
課題に対応する組織が重視する考え方と同じ方向性の中で、
従来からの国際規格であるISO 14001の底流に流れる考え方
を踏襲しながらも、環境遂行能力のさらなる向上を目指した議
論が進展しています。

①トップマネジメントの関与　
　環境に限ったことではありませんが、ISOマネジメントシステム
における成功の鍵はトップマネジメントの関与であるといわれて
います。さらなる向上を目指すために、トップマネジメントのコミット
メントを重視し、経営に環境活動を取り込み、意思決定を行う上

での立ち位置について、経営の視点から掘下げられています。
② 遂行能力の向上した結果は環境パフォーマンスでも計る
　現行のISO 14001では、要求事項として環境パフォーマンス
について直接規定していません。これは、環境マネジメントシス
テムを改善することで、その活動の結果として環境パフォーマ
ンスが改善されていく、という考えによるものです。しかし現実
には、環境マネジメントシステムは問題なく運用されているがそ
の成果が期待通りに上がらない、という状況が見られることが
あります。改定案では、環境マネジメントシステムのパフォーマン
スと環境パフォーマンスの双方を扱うとしています。
③ISO 14001独特の改定ポイント
　独特の改定ポイントとしては、ライフサイクルに配慮したバ
リューチェーンの管理があげられます。一般に事業活動、製
品、サービスはバリューチェーンのプロセスに沿って展開され
ています。このため環境の改善も、組織内部に留まらず、マー
ケットや多様なステークホルダーが一緒になって、今までの枠
組み、制度、商慣習を変えながら、全体的なイノベーションを図
ることで取り組みの成果があがっています。次期ISO 14001も、

JQAは、次期ISO�14001改定案（CD2）をこうみている
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そのような経験や、時代的、社会的な要請を取り込んだ規格に
なっています。

審査の現場で見込まれる変化とは
　審査の現場では、これまで以上にトップマネジメントの意向
と環境マネジメントシステムのパフォーマンス、その結果として
の環境パフォーマンスを向上させる努力とが合っているかどう
かが浮き彫りにされ、それらの結果がどうフィードバックされて
PDCAが回っていくかが、より明らかになると見ています。
　また、活動の広がり、事業活動を俯瞰した全体的な取り組み
が期待される規格になったことで、例えば工場だけが認証取得
している場合では、会社全体での意思決定との連動や、中長
期的な経営計画での位置づけなどに、どう配慮するかが焦点
になっていくでしょう。

業務改善という視点から
　環境パフォーマンスを向上させる上で大事なことは、節約に
よるコストメリットの出る目標のみならず、事業プロセスにISO 

14001の要求事項を組み込み、本業の中で経営的に取り組ん
でいくことだと考えられます。環境パフォーマンス向上のため
に、事業に直結した形で課題を設定し、戦略的に、課題によっ
ては中長期的な計画を立て、継続的な向上を見込んだ目標を
立てて取り組んでいくことが重要です。例えば環境負荷低減の
施策に業務改善の視点を取り入れ、評価尺度をうまく設定す
れば、パフォーマンス改善に有効に働きます。IT化で業務の効
率化を図ったら結果的に紙ごみが減った、節電につながったと
いうケースがありますが、業務改善という継続的な活動が環境
への好影響を生んでいる例といえます。またバリューチェーンの
管理においても、ITや流通改革を活用
して在庫や物流をスリム化することは、
環境パフォーマンスの面でも成果を生
むと考えられますし、優れた製品やサー
ビスは社会の環境負荷低減に大いに
貢献することでしょう。

JQA環境審査部長　小笠原康治

5.�パフォーマンス重視
　今回の改定では、パフォーマンスが強く
意識されている。9章「パフォーマンス評価」
をはじめ、随所にパフォーマンスという用語
が用いられ、従来以上にパフォーマンスをき
ちんと評価してコミットすることが要求される
ようになった。そこでは成果を出す姿勢が明
確に打ち出されており、組織は、自分たちが
意図した成果にどこまで到達するかはっきり

させ、それを戦略として構築し、先を見据え
たマネジメントにつなげていくことが求めら
れる。
　組織にとっては、「とりあえずISO」を離れ
て、ISOを取得する意味、目標を考えながら
取り組むことが、より促されることになる。

6.�効率化の視点から
　審査のためのドキュメント作成など、時代

を経て陳腐化した作業はどんどんなくせば
よい。文書管理もIT時代にふさわしく、文字
文書だけではなく、図版、画像、映像、デジ
タル情報を含む幅広い情報として管理する
ことができるようになった。これらは、7.5項

「文書化した情報」に述べられており、こうい
う点でも使い勝手のよい規格になることが
見込まれる。

ISO/IEC�27001：2013の発行

　情報セキュリティマネジメントシステム
( ISMS )のための要求事項ISO/ IEC 
27001は、2013年10月に改定版が発行され
た。この改定（*7）の趣旨を整理すると以下の
とおりになる。
● ISO/IEC 27001がISMSの認証に使用さ
れる基準であることを考慮し、2005年版を
基本的に継承した。

● ISO/IECマネジメントシステム規格を作
成・改定する際に採用することが決められ
たマネジメントシステム規格の共通要素を
採用した。

● ISO/IEC 27001の6章「計画」に記述され
ている情報セキュリティアセスメント及び
情報セキュリティリスク対応並びにこれら
の実施について、リスクマネジメントのガイ
ドライン規格ISO 31000を適用した。

● 2005年から現在までの情報セキュリティと

ビジネス環境の変化が考慮され、ISO/
IEC 27001を通信、金融、クラウドコン
ピューティング事業などの分野別ISMS認
証制度の要請に対応できるようにした。

改定のポイントと審査での変更点

　共通要素に従って、後述の1章～10章の
章立てになっている（表4）。この流れで改定
のポイントや審査での変更点を見ていく。

規格改定情報 ： ISO/IEC 27001
■ ISO/IEC 27001：2013発行までのスケジュール

─�ISO/IEC�27000ファミリーは�
クラウドセキュリティなどの要素を加え時代のニーズにこたえる

ISO/IEC�27001は�
情報セキュリティマネジメントシステムの中核規格に
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